
平成２６年４月１０日
奈 良 県 教 育 委 員 会

１ 平成２６年４月教職員人事異動について

１ 教職員人事異動方針

教育に対する県民の期待と要望にこたえ、学校教育の一層の進展を期するため人事行政
の秩序を保ち公正にして適切な人事異動を行う。
(1) 各学校の教職員組織の充実と均衡を図るため、全県的立場にたって適材を適所に配置
する。

(2) 教職員の経験を豊かにし、気風の刷新を図るため、同一校長期勤務者の解消に努める｡
(3) 児童・生徒の指導の充実強化を目指し教員の特性、経験を生かす異動に努める。

２ 平成２６年４月教職員人事異動の重点項目

【小・中学校】
(1) 小・中学校間及び小・中学校と特別支援学校間との校種間交流等多様な経験を積ま
せる人事交流を積極的に進める。

(2) 管理職及び県教育委員会事務局指導主事等への若手教員の積極的な登用を進める。
(3) 女性管理職の積極的な登用を進める。
(4) 同一校における１０年以上の長期勤務者の解消及び新規採用教員については３年以
上６年以内の積極的な異動に努める。

【県立学校】
(1) 高等学校については、地域・学科間及び若手教職員の異動並びに多様な人事交流を進め
る。
(2) 特別支援学校については、新規採用から３年以上６年以内の異動や異校種間の交流を進
める。
(3) 管理職及び県教育委員会事務局指導主事等への若手教員等の登用を図る。

３ 異動件数(退職者含む)

小・中学校 県立学校 事務局 合 計 前年度 増 減

件 数 １，１４９ ３６０ １２７ １,６３６ １，７３５ ▲ ９９

校長 ６５ １１ ７６ ８０ ▲ ４
退

内 教頭 ２１ ５ ２６ ３７ ▲ １１

一般 ２７５ ９６ ５ ３７６ ４８９ ▲１１３
職

訳 計 ３６１ １１２ ５ ４７８ ６０６ ▲１２８

異 動 ７８８ ２４８ １２２ １,１５８ １，１２９ ＋ ２９

前 年 度 １,２２４ ４１８ ９３ １,７３５

増 減 ▲ ７５ ▲ ５８ ＋ ３４ ▲ ９９

４ 異動件数の推移(退職者を除く)

小・中学校 県 立 学 校 事 務 局 合 計

平成26年４月 ７８８ ２４８ １２２ １,１５８

平成25年４月 ７５１ ２８９ ８９ １,１２９

平成24年４月 ８００ ３２２ ９７ １,２１９

平成23年４月 ８４１ ３２５ １２６ １,２９２

平成22年４月 ８０５ ３３６ ８０ １,２２１



５ 年齢別退職者数

小・中学校 県立学校 事務局 合 計 前年度 増減

６０歳 １８４ ７８ ４ ２６６ ２８８ ▲ 22

５９歳以下 １７７ ３４ １ ２１２ ３１８ ▲106

合 計 ３６１ １１２ ５ ４７８ ６０６ ▲128

前 年 度 ４７３ １２９ ４ ６０６

増 減 ▲１１２ ▲ １７ ＋ １ ▲１２８

６ 校長・教頭への昇任
( )内は女性で内数

(1) 新校長
小 中 県 立 計

４３(6) １９(1) １２(0) ７４(7)

前 年 度 ５０(5) １８(1) １２(2) ８０(8)

増 減 ▲ ７(＋1) ＋ １(±0) ± ０(▲2) ▲ ６(▲1)

(2) 新教頭
小 中 県 立 計

４３(5) ２２(0) １５(1) ８０(6)

前 年 度 ５７(5) ２６(3) １５(0) ９８(8)

増 減 ▲１４(±0) ▲ ４(▲3) ± ０(＋1) ▲１８(▲2)

７ 主な特徴

異動件数(退職含む)については、小・中学校が１,１４９件、県立学校が３６０件、

事務局が１２７件で総数は１,６３６件となり、退職者数減の影響により昨年と比して９９

件の減となった。

【小・中学校】

(1) 校種間交流等の人事交流の促進

① 小・中学校間の円滑な連携を進めるための交流 ３４件(対前年 △１４)
② 小・中学校の特別支援教育充実のための特別支
援学校との交流 ８件(対前年 ＋ ６)

③ 全国学力学習状況調査等で全国トップレベルの
福井県の実践を学ぶための派遣 １件(新規)

(2) 管理職・事務局指導主事等への若手教員(４９歳以下)の登用
① 小・中学校の教頭登用 ６名(対前年 △ １)
② 県教育委員会事務局等への登用 １９名(対前年 ＋ ３)
③ 市町村教育委員会事務局等への登用 １３名(対前年 ± ０)

(3) 女性管理職の登用(昇任)
・小・中学校の女性管理職には１２名(対前年△２)を登用(昇任)し、女性管理職数
は５１名（対前年＋１）となった。

・全管理職に占める女性の割合は、８．４％（対前年＋０．２）となった。
(4) 同一校長期勤務者の解消

学校教育の活性化を図るため、同一校１０年以上の長期勤務者の解消に努めた結果、

小・中学校では、昨年と比して０．５ ポイント減の３．７％となった。

(5) 新規採用教員の３年以上６年以内の積極的な異動
多様な経験を積み重ねさせるため、採用後３年以上６年以内の積極的な異動に努め、

新規採用から同一校で６年以上勤務する者の割合は、昨年と同程度の１．６％(対前

年＋０．１％)となった。



【県立学校】
(1) 地域・学科間及び若手教職員の異動並びに多様な人事交流の推進（高校）
①地域間の交流

北部から中南部 ３５件（対前年＋７）
中部から北南部 ４０件（対前年＋８）
南部から北中部 １９件（対前年△２）

②実業を中心とする専門学科と普通科の交流 ２６件（対前年△９）
③市町村立学校との交流

奈良市立一条高等学校 県→市 ２名 市→県 １名
大和高田市立高田商業高等学校 県→市 １名 市→県 １名

※継続を除く
(2) 新規採用から３年以上６年以内の異動や異校種間の交流の推進（特別支援学校）
①特別支援学校における新規採用者の早期異動

３年から６年以内の異動 １０件（対前年＋１）
うち障害種別の異なる学校間の異動 ７件

②異校種間人事交流
対高等学校 １件（対前年±０）
対小中学校 ８件（対前年＋６）

(3) 管理職及び県教育委員会事務局指導主事等への若手教員等の登用
①県立青翔中学校（新設）の教頭に女性の指導主事（５０歳）を登用
②県教委事務局に８名の若手（４９歳以下）を登用（対前年±０）



２ 平成２６年度奈良県公立学校教職員新規採用者数

１ 校種別

校 種 職 種 平成２６年度 平成２５年度 増 減 備 考

教 諭 ２０５ ２３１ ▲２６

小学校 養護教諭 ８ ７ ＋ １

栄養教諭 ２ ３ ▲ １

教 諭 １３０ １２６ ＋ ４ 国20,社20,
数15,理10
音6,美2,

中学校 保体25,技3
家4,英25

養護教諭 ６ ８ ▲ ２

栄養教諭 ０ ０ ０

教 諭 ９３ １２５ ▲３２

県立学校 養護教諭 ２ ２ ０

栄養教諭 １ ０ ＋ １

実習助手 ２ ２ ０

寄宿舎指導員 ０ ０ ０

小・中・高等学校事務職員等 ４ ４ ０

教 諭 ４２８ ４８２ ▲５４

養護教諭 １６ １７ ▲ １

栄養教諭 ３ ３ ０

実習助手 ２ ２ ０
全 体

寄宿舎指導員 ０ ０ ０

事務職員等 ４ ４ ０

計 ４５３ ５０８ ▲５５

２ 男女別

校 種 採用数 男 昨年 女 昨年

小学校 ２０５ ９５（46.3%） 40.7％ １１０（53.7%） 59.3％

中学校 １３０ ６７（51.5%） 50.8％ ６３（48.5%） 49.2％

高等学校 ５５ ４４（80.0%） 65.5％ １１（20.0%） 34.5％

特別支援学校 ３８ １２（31.6%） 21.1％ ２６（68.4%） 78.9％

養護教諭 １６ ０（0％） 0％ １６（100%） 100.0%

栄養教諭 ３ ０（0％） 0％ ３（100%） 100.0%

実習助手 ２ ０（0％） 0％ ２（100%） 0％

事務職員 ４ ０（0％） 25.0％ ４（100%） 75.0%

全 体 ４５３ ２１８（48.1%） 44.1％ ２３５(51.9％） 55.9%
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